
年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 22

施　 策 生涯学習施設の整備
1

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,320

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

○

Ü

Ü

Ü

○

Ü

Ü

○

○

○

×

0

生涯学習センターの完成を目標と
することから、当該年度事業費/
総事業費を指標とする。
当該年度完了事業費/生涯学習セ
ンターの事業費

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

％

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 734,508

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

生涯学習センター整備事業

6 平成

24年度 25年度

国県補助金等

企画費

企画調整に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

　安芸高田市の新市建設計画に基づき、向原地区の生涯学習に関する活動拠点を確保する。また、将来的なランニングコス
ト及び類似施設の維持管理コストの削減のため、既存施設の廃止及び統合に関する見直しを行うことにより効率的運営を図
る。
　平成25年度は、生涯学習センターの建築工事を完成させ、供用を開始する。

　現在建築中の生涯学習センターの建築工事を完成させ、11月の供用開始に向けて諸準備を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等736,631

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

100.00

人

千円

0.70

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

268.10% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

143.00

25年度

37.30

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

100.00
生涯学習センター建設

－

実績値

計画値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

178.00

合計

人

指　標　名　等

734,508

必要人員

734,508 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

100.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

741,951

83.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

施設整備が完了した。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

543

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.65

741,951

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

企画調整事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
下瀬　秋穂

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

山平　　修

チェック

　平成２５年１１月に予定通り供用開始することができた。

　施設建設は市有地を最大限活用し、現有施設の再利用に取り
組んだ。また、老朽した施設の統合等により、運営費の効率化
を図ることとした。

安芸高田市における主要な生涯学習施設としては、合併後の平
成19年度に整備された安芸高田市民文化センターがあり、本
市における生涯学習の拠点として位置づけられている。そのほ
かに旧町単位で様々な生涯学習施設が整備されている。
　向原町においては、収容定員250人の施設が2施設あるが、
他地域と比較して、ホールの収容定員が少ない上、整備水準が
低いことや老朽化が進んでいることから、市民から改善を求め
る強い要望が根強くあった。
　これらのことから、新市建設計画に基づき、向原町での生涯
学習の活動拠点を整備するため、平成22年度に生涯学習セン
ター等基本構想を策定し、その構想に基づき、平成23年度は
基本・実施設計業務を執行した。その基本設計については、学
識経験者及び市民の参画のもと検討委員会を設置し、施設の整
備方針、機能や立地について議論し、市民の意見反映を行っ
た。

　周辺市民を対象に説明会を開催し、情報提供に努め、施設周
辺市民の意見反映に取り組んだ。

Ü

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

543 企画振興部 政策企画課（生涯学習センター整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 社会教育施設の活用
10

26 3

90,797

261

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

30,808

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

○

×

合計

×

×

○

○

×

Ü

×

×

×

○

×

○

×

0

市民文化センター　　　　　　69,867人
八千代文化施設フォルテ　　　  4,960人
美土里生涯学習センターまなび  7,700人
高宮田園パラッツォ　　　　　16705人
甲田文化センターミューズ　　15,441人
文化創造センター　　　　　　 2,069人
向原生涯学習センターみらい　向原公民館
28,603人

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
利用者数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

館

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 116,127

人件費 6,168

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

関係施設維持管理事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

社会教育総務費

社会教育一般管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

市文化センター等の社会教育施設の適正管理を行い、機能の統廃合を進めるとともに、維持管理コストの削減を図り、市民
等による施設の利用利便性の向上を図り、施設利用の促進を図る。

市文化センター、公民館、地区集会所の維持管理・運営業務
地区集会所の廃止（地元譲渡を含む）、公民館の廃止、解体

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等73,127

4,797

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

0.00

年度

157,000.00

H27

人

千円

H276.00

3.30

単位当たりコスト①

3,000,000

－

－

156,000.00

計画値

実績値

－

93.64% －

651.46

0.000.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

747,000

合計

943.00

25年度

149,232.00

－

4.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 97,218,000

139,742.00

所管地区集会所数
5.00

利用者数

－

実績値

計画値

66.67%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
公民館施設数

対　前　年　比

館

計画値

コ ス ト

計画値

812

合計

人

指　標　名　等

201,866

必要人員

206,924 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

114,669

28,667.25124,500.00

4.00

4.00

155,500.00

－

154,874.00 －

153,500.00 155,500.00

－

3,000,000.00

1.00

24年度 25年度

1.00

1.00

1,857,186

1,857,186.00

100.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

公民館条例を廃止し、甲田公民館
を解体した。

目標値
（目標年度）

年度

157,000.00

－

H27 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

103,935

153,500.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

公民館をすべて廃止し、甲田公民館を解体した。４か所の教育集会
所を除くすべての集会所を地元移譲した。

解決できていない課題

向原公民館の解体は、公共施設の適正配置計画に基づき実施する。４か
所の教育集会所の地元移譲については、人権多文化共生推進室と連携し
たが進んでいない。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

148

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

3.75

97,767

0826
42-2411

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

施設維持管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

松村　賢造

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

松野　博志

チェック

維持管理コストの削減の方にウエイトが置かれ、利用者拡大に
向けてのアクションがスムースに取り図ることができていな
い。

文化センター等の設置管理条例並びに施行規則を見直し問題点
を整理する必要がある。将来的には指定管理者制度の導入を視
野に入れ、現状で一層のコストダウンと維持管理の簡略化を図
るとともに、一層の利用促進を図る必要がある。

コスト削減と効率性を考慮し社会教育施設の適正配置と過剰施
設の廃止による維持管理・運営は重要である。

施設環境整備、及び音響・照明操作等のボランティア育成、並
びに他団体との協働の模索が必要

×

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

5

156,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

148 教育委員会 生涯学習課（関係施設維持管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

本施設において平素の生活環境とは異なる集団生活や様々な体
験を経験することにより、子どもの社会性や豊かな人間性を育
み、心身ともに健全な青少年の育成を図るためには必要な施設
である。
　なお、本施設は、平成１９年度に広島県から移譲され、平成
２０年度からリニューアルし運営している。

×

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

松野　博志

チェック

年間回転率を上げるためのPR事業、地域や社会人等といった
大人の利用促進を図るなど、有効性、効率性について今後も検
討が必要である。
平成23年度から行っている、学校教育の事業として市内小学
校５年生と中学校１年生を、当施設から３泊４日、登校する事
業を展開し、市内小中学校児童生徒の利用促進を図っている。
委託業者との月1回のミーティングを行っており、行政サービ
スの維持・向上に寄与している。

少年自然の家管理運営事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている06

電話
川尻　真

市民のニーズを的確に把握している

0826
（42）0054

01

15,000.00

28,982

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

28,830

25年度

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

149

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

施設の運営について、全国及び県内において、類似の施設が指
定管理者制度を取り入れ、民間の知識等によりコスト削減や市
民サービスの向上を図っている。
　本市の場合、一般管理・運営業務、食堂運営業務に分離し、
それぞれ違う事業所へ業務委託して運営している。将来的には
指定管理の導入も視野に入れる。
施設運営に関して市費負担が大きいことから今後の施設運営や
受益者負担額見直しの余地がある。

・維持管理コストの削減。
・安定的維持管理・運営の確立
・前駐車場の再舗装化（駐車場での転倒事故防止）
・三角棟１階の空調等整備
・空調燃料用オイルタンク更新工事
・冒険の国環境整備（廃タイヤ処理）
・PR事業「輝ら里フェスティバル」開催

解決できていない課題

・指定管理者制度の導入
・市内の利用拡大
・冒険の国の安全対策事業

③

改善項目

年度

年度

年度

延べ宿泊者数（7,070 人）÷〔開所
日数（321日）÷宿泊定員（152
人）〕

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

－

18.43 14.49

18.00 18.50

－

24年度 25年度

7,070.00

9,000.00

15,000.00

－

15,000.00

78.63%

－

21,263

必要人員

31,625 一般財源等

時間外勤務手当 千円

人

合計

計画値

コ ス ト

計画値

98.00

実績値

計画値

15,344.00

24年度

25.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

－

単位

対　前　年　比

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

13,700.00

－

9,000.008,800.00

－

－

89.29% －

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

－

計画値

実績値 －

－

18.50

人

千円

8,992.00

0.40

単位当たりコスト①

人

千円

　１年間の延べ宿泊者数である。

年度

一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等合計

822

22,632

0.10

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等28,160

青少年教育施設費

青少年教育施設の運営に要する経費

直接事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

10,362受益者負担

財源（千円）

　青少年教育施設として位置づけ、幼児・児童・生徒・市民及び団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

安芸高田少年自然の家維持管理事業

4 平成

主要施策

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 28,220

人件費 6,350

24年度 25年度

内　　　容

国県補助金等

実績値

計画値
年間延べ宿泊者数

年間延べ利用者数

指　標　名　等

活
動
・
結
果
指
標

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

率

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
年間回転率

指　標　名

－

単位

実績値

26年度

コ ス ト

○

○

○

×

×

×

×

○

○

○

×

○

○

○

○

合計

×

×

×

28,830

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

28,830

のべ利用者数（宿泊者数含む。）
である。
　コストは、次指数と区分け不可
能なため、次指数に含むものとす
る。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

国県補助金等

3,405

市民への情報提供を行っている

計画値

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた人件費

○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

　広島県から安芸高田市へ譲渡を受けた「安芸高田少年自然の家」で、自然・文化・歴史やスポーツなどを体験し平素の生
活環境とは異なる集団宿泊研修を通して、幼児・児童・生徒をたくましく育成し、市民のレクレーション及び地域振興活動
の場としてより一層活用する。

　平成２０年４月からリニューアルオープンした安芸高田少年自然の家の維持管理運営を行う。
　また、コストの削減及び市民サービスの向上を図るため、指定管理者制度を導入（平成２３年度予定）するための準備を
行う。

財源（千円）

一般会計

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 20

施　 策 社会教育施設の活用
01

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 生涯学習体制の確立
02

26 3

7

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

会議を年間3回程度開催し、教育委員会に助言する内容について審議する
社会教育を担当する教育委員会職員の研修実施〔１．初任者研修　　２．上級者研修　　３．社会教育指導員研修４．広島県社
会教育研究大会、広島県公民館大会、広島県公民館職員研修、広島県・安芸高田市人権教育指導者養成研修への参加〕
対象団体(①市PTA連合会②市子ども会連合会）への補助金交付、「生涯学習自主活動支援事業」による登録団体の活動支援

社会教育委員(18名）
社会教育を担当する教育委員会職員（H25：生涯学習課職員6名【文化・スポーツ振興室関係職員を除く】、文化セン
ター、公民館職員５名、社会教育指導員8名【美術館を除く】、　計19名）
社会教育関係団体及び社会教育施設を拠点として自主的な生涯学習活動を行なう団体

財源（千円）

一般会計

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた人件費

○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,293

市民への情報提供を行っている

計画値

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

18,409

「社会教育委員の会議」開催回数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

国県補助金等

×

○

○

Ü

Ü

合計

×

Ü

×

18,409

○

○

○

Ü

×

○

×

Ü

○

○

指　標　名

－

単位

実績値

26年度

コ ス ト

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
社会教育委員会議出席率

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

実績値

計画値社会教育指導員研修開催回
数

社会教育委員会議回数

指　標　名　等

活
動
・
結
果
指
標

補助金交付団体加盟団体数

主要施策

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 19,448

人件費 1,107

24年度 25年度

財源（千円）

社会教育委員の会議運営事業会議を開催し、社会教育に関し教育長を経て教育委員会に助言する（社会教育法第17条第1
項）
職務経験に対応した担当職員の研修を実施し、専門性の向上を図る
青少年や成人を対象とする組織的な教育活動を支援し、社会教育、生涯学習活動機会を維持する

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

社会教育総務事業

4 平成

社会教育総務費

社会教育一般管理に要する経費

直接事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

受益者負担

0.37

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等23,407 3,700

一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等合計

3,040

18,600

人

千円

広島県立生涯学習センターとの連
携により効率的に開催する

年度

100.00

26.00

人

千円

12.00

0.40

単位当たりコスト①

26.00

－

－

計画値

実績値

－

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

－

10.0010.00

－

－

100.00% －

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

3.00

団体 実績値

単位当たりコスト③

実績値
社会教育主事講習受講人数

－

1.00

単位

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

98.00

実績値

計画値

3.00

24年度

93.00

22,734

必要人員

22,741 一般財源等

時間外勤務手当 千円

人

合計

12.00

10.00

3.00

－

3.00

100.00%

－

1.00

70.04 58.00

100.00 100.00

－

26.00

24年度 25年度

0.00

26.00

0.00%

1.00

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24実績①19団体　②7団体

2カ年で分割履修

目標値
（目標年度）

－

年度－

26.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

社会教育委員定数の見直し

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

社会教育総務管理費
年度

出席者÷委員総数

１．安芸高田市社会教育振興計画の見直し・次期計画策定準備
２．社会教育委員の委員数の見直し（少人数規模に）
３．生涯学習課内に社会教育主事の配置（現在は課長兼務）
４．生涯学習審議会（総合的社会教育・生涯学習関係審議会の統合的委
員会）の検討

③

社会教育主事講習受講費（旅費、駐車場代）予算
化

社会教育総務管理費

改善項目

委員報酬　18人分から12人分に予算削減

生涯学習課内に社会教育主事の配置

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

広島県立生涯学習センターと連携し、研修内容についての助言
や研修講師の派遣を受け、効率的に研修を実施する。

１．社会教育振興計画の策定
２．社会教育指導員を対象とする計画的な研修の実施
３．社会教育委員の公募
４．社会教育委員条例改正（定員を18人から18人以下に）

解決できていない課題

133

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

0826
（42）0054

01

3.00

26,447

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

18,409

25年度

社会教育総務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている01

電話
川尻　真

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

松野　博志

チェック

安芸高田市教育振興基本計画、「みつや協育」プラン、「安芸
高田市社会教育振興計画」に基づき事業計画・実施している
初任者研修や社会教育指導員を対象とした研修については、概
ね計画どおり実施することができた。
社会教育委員の会議の委員出席率を高めるための日程・時間調
整を検討する必要がある。

学びの成果が市民生活や地域活動に生かされ、地域の活性化や
地域福祉の向上に寄与する学習活動を組織的に展開するために
は、社会教育を担当する職員の存在が不可欠である。
　担当職員、社会教育指導員、社会教育委員を対象とした体系
的な研修を計画的に実施し、職員の資質向上を図る。

関係職員を対象とした事業であり、市民参画の必要性はない。

×

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

133 教育委員会 生涯学習課（社会教育総務事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 生涯学習体制の確立
03

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

①教育委員会又は教育機関の実施する研修・講座等
②幼稚園、保育所、小学校、中学校のPTA・保護者会等が実施する研修・講座等
③人権教育に関する参加体験型学習ファシリテーターの養成及び活用

安芸高田市民（特に児童・生徒の保護者）

財源（千円）

一般会計

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた人件費

○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,659

市民への情報提供を行っている

計画値

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

226

H2５計画（①6回②１０回）
Ｈ２５実績（①２回②3回）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

国県補助金等

○

○

○

○

○

合計

×

Ü

×

226

○

○

Ü

Ü

○

○

×

○

○

○

指　標　名

2.00 －

参加型学習ファシリテー
ター活用回数

単位

回 実績値

26年度

コ ス ト

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
研修講座参加延人数

指標化できない成果

計画値

実績値
研修講座実施回数

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

実績値

計画値
研修・講座参加延人数

研修・講座開催回数

指　標　名　等

活
動
・
結
果
指
標

参加型学習ファシリテー
ター養成講座受講人数

主要施策

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 151

人件費

24年度 25年度

財源（千円）

市民に人権教育に関する学習機会を提供し、人権尊重の精神を涵養する。（「安芸高田市人権教育推進事業実施要領」）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

人権教育事業

4 平成

人権教育費

人権教育に要する経費

直接事業費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

受益者負担

0.28

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等55

一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等合計

2,300

2,355

人

千円

H2５計画（①５００人②６００
人）
H25実績（①５６人②464人）

年度

100.00

8.00

人

千円

1,050.00

0.43

単位当たりコスト①

8.00

80.00

6.00

6.00 6.00

－

－

80.00 研修講座参加延人数（実績）÷研
修講座参加延人数（計画）

計画値

実績値

80.00

77.00 47.00

－

116,027

－

55,452

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

55,452

－

1,100.001,350.00

－

－

55.56% －

12,891.89

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 116,027

5.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

－

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

106.00

実績値

計画値

9.00

24年度

70.00

3,810

必要人員

3,810 一般財源等

時間外勤務手当 千円

人

合計

106.64110.50

520.00

1,100.00

16.00

－

16.00

49.52%

－

11,090.40

100.00 31.00

80.00 100.00

－

8.00

24年度 25年度

6.00

8.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

文化センター、公民館の社会教育
指導員が年1回は受講

各施設で年1回以上実施

目標値
（目標年度）

－

年度－

10.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年度

年度

年度

研修講座開催回数（実績）÷研修
講座開催回数（計画）

参加体験型学習の推進のため、ファシリテーターを養成する。
参加体験型学習を各町1回実施する。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

　教育の中立性を確保しながらも、関係部局や関係団体と連携
しながら効率的・効果的に実施する必要がある。具体的には、
「安芸高田市人権教育推進事業実施要領」に基づき、
①高齢者大学を活用して広く市民に学習機会を提供する。
②教育委員会、所管の教育機関、学校やＰＴＡ等を実施主体と
して特に保護者等を対象として事業を行う。
③県教委と協力し参加体験型学習ファシリテーターを養成す
る。

解決できていない課題

537

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

社会教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

0826
（42）0054

01

16.00

2,355

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

226

25年度

人権教育事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている05

電話
沖田　弘子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

松野　博志

チェック

効果的に市民の人権尊重の精神を涵養するため、普遍的視点か
らの取り組みを重視し、参加体験型学習プログラムの普及を推
進する。また、安芸高田市の人材を活用し、プログラムを専門
的に進めることのできるファシリテーターを育成し、地域の社
会教育事業での活用を図る。

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」、「安芸高田市
の人権尊重のまちづくり条例・指針」に基づき人権教育事業を
実施している。

（参考）「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第5条
地方公共団体の責務：地方公共団体は、基本理念にのっとり、
国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及
び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有す
る。

特に子どもの人権を守るという観点から、幼稚園・保育所の保
護者会や小・中学校ＰＴＡ等が保護者等を対象として行う研修
を活用し、人権教育の推進を図る。
　また、地域人材を活用し参加体験型学習をすすめるファシリ
テーターの育成と活用を図る。

○

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

537 教育委員会 生涯学習課（人権教育事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

青少年派遣については、市内全中学校生徒に募集案内を配布
し、事業の周知ができている。

Ü

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

32.00

チェック

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

姉妹都市及び姉妹校との相互交流により、異文化を理解し国際
社会において相手を尊重する心を養うという目的を果たすこと
ができている。
今後も継続して実施していく必要性がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている08

電話
沖田　弘子

安芸高田市の青少年（中学生）及び国際交流に関心のある市民

１．異文化を理解し、尊重する態度や異なる文化を持った人々とともに生きていく資質や能力の育成を図る
２．国際社会において相手の立場を尊重しつつ自分の意思を表現できる基礎的な能力の育成を図る

－

0.56

10,113

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

１．派遣事業①市内の中学生をニュージーランド・ダーフィールドハイスクールに派遣する②市内の中学生をシンガポー
ル・メイフラワーセカンダリースクールに派遣する
２．訪問団受入事業③ニュージーランド・ダーフィールドハイスクールの訪問団を受け入れる④ニュージーランド・セル
ウィン町の訪問団を受け入れる⑤シンガポール・メイフラワーセカンダリースクールの訪問団を受け入れる

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

8,008 一般財源等

国際交流事業費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

0826

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

137

（42）0054

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

ニュージーランド連絡事務所の精査

①

②

30.00

年度

年度

今年度までに実施した改善内容

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

派遣事業参加者及び受入時ホストファミリーにアンケート調査
を実施しており、効果を把握している。また、派遣事業参加者
から報告書の提出を求め、異文化を理解し尊重する心が養われ
ているかどうかを確認することができる。

青少年派遣や姉妹都市等の受入については、学校等との調整が
必要なことから、現状の実施方法が最適である。
行政主体による市民ニュージーランド派遣事業は廃止するが、
インターネット等を利用して住民同士の交流を継続していく必
要がある。

松野　博志

１．市民派遣事業の廃止
２．青少年海外派遣事業派遣人数を各2名増員した。
３．派遣事業報告会の廃止
４．青少年派遣事業広報の改善（市内全校からの参加有、第１次募
集で定員に至る申込有）
５．小学生の英会話教室開催

解決できていない課題

１．派遣事業の参加負担金の整理（費用負担割合設定、負担金の増額）
２．派遣・受入事業の年度別事業量バランスの精査（受入事業は両国と
も隔年実施となった。派遣事業についても隔年実施とする。）
３．ニュージーランド連絡事務所の精査

③

開設委託予算の削減
月額50千円→40千円

国際交流推進事業費

改善項目

ニュージーランドの参加負担金を10万円から12
万円で、補助金予算を計上

10,135

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

派遣事業の参加負担金の整理

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

－

年度－

国際交流推進事業費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

参加中学校÷６校（中学校数）

24年度 25年度

－

－

83.00 100.00

100.00 100.00

－

－

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0

#DIV/0!10,461.60

44.00

130.00

合計

人

指　標　名　等

8,008

必要人員

計画値

44.00

コ ス ト

計画値

単位

0.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

150,293.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,642,367

36.00

市
民
参
画実績値

計画値

0.00%

一般財源等

470,772

合計

141.00

25年度

37.00

5,410,548

－

30.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

97.30% －

98,442.35

計画値

－

計画値

実績値 －

－

100.00

千円

45.00

0.53

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

32.00

26年度

人

千円

計画値③０人④０人⑤3０人
実績値③0人④0人⑤0人
シンガポール・メイフラワーセカ
ンダリースクールが2年に1回の
訪問に変更したため訪問中止

年度

人

実績値

5,904一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,534

社会教育費

01

24年度 25年度

国県補助金等

国際交流費

国際交流費に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

学外国際理解教育推進事業

4 平成

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 3,629

人件費 22

活
動
・
結
果
指
標

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

海外からの訪問人数

海外への派遣人数

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

青少年海外派遣事業の全市
への普及度

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

5,904

計画値①１６名②１６名
実績値①21名②15名

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

×

○

×

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

5,904

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

目的が達成できるような事務事業の内容である

4,379

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,601

16

施　 策 学習内容の充実
01

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

25

施　 策 学習内容の充実
01

26 3

9,447

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

11,995

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

目的が達成できるような事務事業の内容である

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

×

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

○

×

○

×

○

×

×

×

0

Ｈ２４実績　吉田１２回　八千代
８回　美土里９回　高宮７回　甲
田８回　向原８回
Ｈ２５実績　吉田１２回　八千代
７回　美土里１０回　高宮７回
甲田７回　向原８回

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人

市民セミナー・その他教室
講座延べ参加人数

指標化できない成果

計画値

実績値

高齢者大学新規講座開催参
加者数

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

市民セミナー講座開催回数

高齢者大学講座開催回数

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 5,313

人件費 940

活
動
・
結
果
指
標

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

成人教育事業

4 平成

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成

24年度 25年度

国県補助金等

成人教育費

成人教育に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

コスト（千円）

一般会計

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等4,827

社会教育費

01

1,060

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

20.00

年度

人

千円

23.00

1.10

単位当たりコスト①

50.00

今後の計画値
（計画年度）

52.00

19.00

4,000.00

－

－

4,000.00

100.00

高齢者大学約２，５００人、市民セ
ミナー５８６人、パソコン講座１６
８人

計画値

実績値

4,000.004,000.00

3,254.00 4,221.00

－

100.00% －

27,401.88

6.005.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

440,547

合計

367.00

25年度

52.00

－

21.00

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,424,898

52.00

市
民
参
画実績値

計画値

82.61%

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

実績値

単位当たりコスト③

実績値
パソコン活用講座開催回数

対　前　年　比

計画値

23.00

コ ス ト

計画値

40,819.43

285,736

単位

回 7.00

273.00

合計

人

指　標　名　等

13,700

必要人員

－

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

19,154.22

15.00

－

－

132.00 721.00

100.00 100.00

－ 42.86%

24年度 25年度

5.00

3.00

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

③

改善項目

16,822

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

県主催の生涯学習研修に積極的に参加し、職員の能力向上を
図った。

高齢者大学については、邦楽演奏会、映画上映会等市全体で事
業計画を立案し、開催した。統一的に事業を行うことにより、
重複業務を削減するとともに、事業費のコスト削減を図った。

松野　博志

高齢者大学は各町単位で実施しているが、できるだけ、市全体で講
座を実施することで、講座開催の効率性の向上を図った。

解決できていない課題

地域課題・現代的課題への取り組み

①

②

50.00

年度

年度

今年度までに実施した改善内容

138

（42）0054

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

成人教育事業費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

0826

－

1.46

15,882

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

地域に根ざした特色ある教室・講座を開催する。
・高齢者大学
・市民セミナー
・パソコン活用講座

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

14,760 一般財源等

市民セミナーにおいては、市民個人のニーズに応じた学習機会
の提供を行い、さらに生涯学習審議会答申にある現代的課題
（消費者問題、男女共同参画型社会等）への取り組みを行っ
た。　　　　　　　　　　成人教育、青少年教育、家庭教育支
援、人権教育を柱に、市全体あるいは地域を対象として社会教
育の振興・生涯学習活動の充実を図っていく。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている02

電話
森川　美由紀

安芸高田市の成人

市民の多様なニーズや社会・時代の変化に対応した学習機会を提供し、教育の向上、健康の増進、情操の純化、生活文化の
振興、社会福祉の増進に寄与する。

52.00

チェック

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

お太助フォン、通知公報、各種行事でチラシを配布してもらう
等、市民への周知を図った。「所管地域の他の機関や団体との
共同による事業実施」を進めることにより、「学習者＝市民」
の参画をさらに促進した。

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

16

施　 策 学習内容の充実
01

26 3

3,659

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,533

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

目的が達成できるような事務事業の内容である

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

803

○

○

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

Ü

○

○

×

Ü

○

○

○

803

○教育委員会、教育機関による主
催及びPTA等との共催による講
座実施回数
○子ども・若者育成フォーラム
（年1回）
○『親の力』をまなびあう学習プ
ログラム実施回数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

回

参加型学習プログラムファ
シリテーター活用回数

指標化できない成果

計画値

実績値
講座1回あたりの参加者数

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

講座参加者数

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 650

人件費

活
動
・
結
果
指
標

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

家庭教育支援事業

4 平成

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成

24年度 25年度

国県補助金等

家庭教育支援費

家庭教育支援に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

コスト（千円）

一般会計

財源（千円）
直接

事業費
国県補助金等490

社会教育費

01

実績値

803一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

○教育委員会、教育機関による主
催及びPTA等との共催による講
座実施参加者数
○子ども・若者育成フォーラム参
加者数
○『親の力』をまなびあう学習プ
ログラム参加者数

年度

人

千円

1,495.00

0.43

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

35.00

10.00

－

－

10.00

100.00

派遣したファシリテーター人数計画値

実績値

20.00

5.00 4.00

－

86.96% －

24,238.26

24.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

557,480

合計

125.00

25年度

23.00

489,524

－

2,000.00

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 557,480

20.00

市
民
参
画実績値

計画値

153.65%

2,297.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

24,476.20

実績値

単位当たりコスト③

実績値

参加型学習プログラムファ
シリテーター養成人数

対　前　年　比

計画値

2,150.00

コ ス ト

計画値

単位

人

106.00

合計

人

指　標　名　等

4,309

必要人員

講座実施回数

－

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

489,524

213.11372.90

2,500.00

－

－

65.00 114.00

50.00 70.00

－ 109.52%

21.00

24年度 25年度

21.00

23.00

2,840

123.48

24.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

参加型学習プログラム養成講座受
講者

目標値
（目標年度）

年度

参加者数÷講座実施回数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

③

改善項目

4,023

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

学校、各団体等の主催による実施は、対象者のニーズを収集し
やすく、対象を絞って内容を選択できるので有効である。

学校、各団体等が主催し、教育委員会が共催する実施方法であ
ることから、事務量の軽減及び人件費の削減が図られる。

松野　博志

・年度当初に、実施要綱の周知や事業内容の説明を教育機関等にお
こなった
・ファシリテーター養成講座受講に努めた

解決できていない課題

・関係機関等へ事業説明をしても、事業の活用回数が増加しない
・『親の力』を学びあう学習プログラムの普及

①

②

35.00

年度

年度

今年度までに実施した改善内容

144

（42）0054

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

家庭教育支援事業費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

0826

－

0.43

4,023

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

１．教育委員会又は所管の教育機関により家庭教育に関する研修・講座を実施する
２．保育所やPTA、保護者会等の実施する家庭教育に関する研修講座を支援する
３．「『親の力』をまなびあう学習プログラム（広島県教育委員会の推進する参加体験型学習）」ファシリテーターの養成
及び活用

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

4,309 一般財源等

家庭教育、特に子育てに対して保護者は悩みを抱えていること
が研修会や講座に参加された方のアンケートから読み取れる。
講座等に参加したことで悩みが軽減された、子育てを見直す
きっかけとなった等の意見があることから、講座を設けること
は必要である。
今後は参加型講座である「『親の力』を学びあう学習プログラ
ム講座」への参加者を増やしていく。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている04

電話
沖田　弘子

市内在住の子どもを持つ保護者

家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対し家庭教育に関する学習の機会を提供し、子どもの生活のために必要な習慣を
身につけさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう務める（教育基本法第10条）

35.00

チェック

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

団体主催であることから、主催者である市民の参画が実現して
いる。

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

144 教育委員会 生涯学習課（家庭教育支援事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

25

施　 策 学習内容の充実
01

26 3

7,915

1,421

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

8,298

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

目的が達成できるような事務事業の内容である

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

×

×

○

○

○

合計

×

×

○

○

×

○

×

○

×

○

×

○

×

0

子ども芸術教室　夏休み子ども教
室　子どもふるさと探検隊　子ど
も科学教室　親子映画上映会

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
教室等参加数

単位

回

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

５事業（備考欄記載）

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 6,251

人件費 262

活
動
・
結
果
指
標

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

01

青少年活動事業

4 平成

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成

24年度 25年度

国県補助金等

青少年教育費

青少年教育に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

コスト（千円）

一般会計

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,319 1,500

社会教育費

01

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.93

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

200.00

－

－

2,500.00

計画値

実績値

－

88.32% －

17,430.52

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

254.00

25年度

197.00

3,250,315

－

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,433,812

174.00

市
民
参
画実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

18,679.97

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

単位

229.00

合計

人

指　標　名　等

12,745

必要人員

－

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

－

－

2,409.00 1,582.00

1,800.00 2,500.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

子ども芸術教室　夏休み子ども教室
子どもふるさと探検隊　子ども科学
教室　親子映画上映会

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

③

改善項目

14,617

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

青少年の放課後や週末を活用し、地域の子どもたちに日常では
体験できない様々な学習機会を提供することは、青少年を健全
に育成するため、また地域の教育力を向上させるために有効で
あり、今後も提供する。

夏休み子ども教室は、他課も同様の事業を行っていることか
ら、連携し冊子を作成。子どもたちが１冊で全ての講座が分か
るものとした。

松野　博志

成人式においては、今年度から一般の方も成人式に参加できること
とした。記念品のDVDでは、市民１００人からのお祝いメッセージ
を収録し、市民全体で成人者をお祝いできるよう努めた。

解決できていない課題

子ども、保護者のニーズを把握し質の高い講座を行う。

①

②

200.00

年度

年度

今年度までに実施した改善内容

146

（42）0054

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育委員会事務局　生涯学習課担当部課

作成者氏名

青少年教育事業費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

0826

－

1.01

12,855

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

子ども芸術教室、夏休み子ども教室、子どもふるさと探検隊、子ども科学教室、親子映画上映会（年２回）、成人式、放課
後子ども教室

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

14,166 一般財源等

子ども達のニーズ、保護者のニーズをさらに把握する必要があ
る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている03

電話
森川　美由紀

心豊かで健やかな子どもを社会全体で育むことを目的に、放課後や週末を活用して児童・生徒にさまざまな学習機会を提供
する。

安芸高田市の青少年

200.00

チェック

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

×

款 10

国や県と重複のない事務事業である

05

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

子ども会等、地域の関係団体との連携を密にする必要がある。

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

・地域の未就園児、保育所、小学校、中学校、高等学校、お年
寄りの活動組織などとも交流を持ち、お互いが有意義な時間を
過ごしている。

×

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

4

60.00

課長　佐々木　　亮

チェック

・小学校教育へのなめらかな接続という観点からは、幼稚園教
育の果たす役割は非常に大きい。

・コストを削減する観点から、教材として生活の廃材を利用し
た製作を取り入れるなどしているが、まだまだコストを削減す
る工夫をすればさまざまなアイデアがあると考える。

・吉田幼稚園保護者の家庭は母親が専業主婦をしている家庭が
9割以上を占め、経済的に私立幼稚園へ通園させるゆとりはな
いようである。よって、就学前の教育機関として市立幼稚園の
果たす役割は大きく、市民のニーズは今後もあるので市が実施
する必要のある事業である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

前川　道栄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

2.00

20,018

0826
（42）2788

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田幼稚園

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

幼稚園費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

151

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・園庭開放実施日を記載したしゅっせきカードを作り、参加者に配
布することにより、手作りポスターを作製するのをやめて、それに
かかる人件費、作業時間を削減した。

解決できていない課題

・少子化により幼稚園の入園者数が減少している。それに対応する施策
を検討すること。
・預かり時間の延長はしない方向。職員の勤務時間を超えて預かり保育
をするとコストがかかりすぎる。ニーズも1名くらいである。

③

H27

22,275

60.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

入園児総数／定員数　平成２０年度
より、預かり保育を本格実施してい
るため定員を６０名として算出

－

H27 年度－

56.24%

500.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

利用家庭数

年間のべ利用総数

目標値
（目標年度）

58.00

1,058.00

24年度 25年度

500.00

595.00

44.00

238.00

60.00

50.00

－

61.67 53.33

83.33 53.33

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

233.00

計画値

コ ス ト

計画値

812

合計

人

指　標　名　等

27,254

必要人員

29,658

99.57%

－

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
預かり保育のべ利用者数

対　前　年　比

人

預かり保育実施日
238.00

入園総数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

32.00

一般財源等合計

365

25年度

37.00

－

238.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

86.49% －

600.00

計画値

－

計画値

実績値

－

－ 0.80

0.95

－

－

0.95

60.00

アンケートにより算出する。肯定的
評価は満足とする。

50.00

人

千円

H27234.00

3.30

単位当たりコスト①

50.00

26年度

人

千円

預かり保育実施予定日数

年度H27

2,404

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

○幼稚園の運営に際し、入園退園の管理や保育料の管理を円滑に実施する。
○就学前教育を提供し、就学前の幼児の健やかな成長に資する。
○就労している保護者に預かり保育を実施し、子育てを支援する。
○地域の未就園児の保護者や家族に吉田幼稚園園庭や遊戯室を開放して遊び場の提供と保護者同士の交流の場を提供する。

・入園および退園通知の発行等にかかる就園事務、
・幼稚園保育料の徴収事務
・幼稚園運営（・預かり保育実施・園開放実施）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,982

24年度 25年度

国県補助金等

幼稚園費

吉田幼稚園管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・吉田幼稚園園児および保護者
・地域の未就園児とその保護者、家族

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

幼稚園管理運営事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 6,163

人件費 2,257

活
動
・
結
果
指
標

園開放利用家庭数
単位

単位

人

単位

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
預かり保育利用者の満足度

指標化できない成果

計画値

実績値
定員確保率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

0

５月１日園児数
計画値は予想定員数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

×

×

×

○

○

○

○

×

○

○

○

合計

×

○

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

23,495

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

16,293

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

16

施　 策 幼児教育の充実
1

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

151 教育委員会 教育総務課（幼稚園管理運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

・学力調査の結果については、その改善方法と併せて公開する
ことを原則として実施している。また、目標数値を設定し、実
施した結果は、随時ホームページに公開している。
・学校便りやホームページ、市広報「あきたかた」等を通し
て、市民に公開している。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

700.00

児玉晃

チェック

・学力調査の結果をもとに、指導の課題、指導の改善方法につ
いて分析し、次年度の学力調査までの指導計画を立てて取り組
むというサイクルが出来上がっており、効果があがっている。
本年度は、さらに、改善計画に学力調査実施後に定期的に調査
問題や質問紙調査を行う計画を立て、その目標数値を設定する
ことで、児童生徒の伸びや課題等について進捗状況をより把握
できるようになった。

・児童生徒の学力向上を図るためには、学力調査を行いその結
果をもとにつまずきの実態を分析し、指導改善を行っていく必
要がある。結果を効率的に分析するためには、業者による実施
がふさわしい。
・児童生徒の学力向上を図り、思考力・表現力を育成するため
の授業づくりを重視し指導してきた結果、、言語活動の充実を
位置付けた実践が広がっている。また、家庭学習の仕方につい
ても継続した指導を行った町単位で指導、家庭へ啓発してい
る。学習補助員による放課後学習も継続している。
・学習補助員は、31人以上の学級と、複式学級に加配として1
名を配置した。

・児童生徒の学力向上を図るための客観的評価ツールとして、
学力調査は必須である。また客観性を高めるためには、受験者
数が多いことが肝要であり、業者による実施がふさわしい。
・市総合学力調査は、全国学力・学習状況調査、広島県「基
礎・基本」定着状況調査と重複しない教科を設定し、2調査と
併せて実施することで、小学校第５学年から中学校第３学年ま
での学力実態を段階的に把握することができ、つまずきの把握
とそれを基にした指導の改善に生かすことができている。
・学習補助員、非常勤講師を配置することで、個に応じたきめ
細やかな指導ができている。また、放課後学習を行い個に応じ
た課題を行うことで基礎学力の定着を図ることができる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
栗栖　智弘

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.55

36,734

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

学力向上推進事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○各学力調査の結果を受けた指導主事等の学校訪問指導
○学習補助員等の配置基準の見直し

解決できていない課題

○教育振興基本計画の目標値に届いていない。（県全体の平均値低下な
どの影響も大きい）

③

37,134

730.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

広島県「基礎・基本」定着状況調査
通過率60％以上の児童の割合

80.00

－

年度－

96.41%

325.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・学習補助員の指導対象児童数
（Ｈ2４は、学習補助員12名）
（H25は、学習補助員1３名）

・コストは、学習補助員の人件費

目標値
（目標年度）

64,568.63

306.00

24年度 25年度

440.00

295.00

23,922,464

81,093.10

40.00

700.00

－

国84.3算85.5 国85.4算73.3

国9０　算9４ 国85　算90

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

60.00

計画値

コ ス ト

計画値

252.00

合計

人

指　標　名　等

27,734

必要人員

27,734

92.31%

－

646.25

実績値

単位当たりコスト③

実績値

学習補助員の指導対象児童
数

対　前　年　比

人

授業研究学校訪問回数
40.00

総合学力調査受験者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 434,300

696.00

一般財源等合計

5,063.00

25年度

724.00

449,790

59.63%

40.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

96.13% －

599.86

297.00

計画値

－

計画値

実績値

80.00国88  数80  英80

国96.5数85.5英92.5 国83.9数79.4英83.9

国85 数85  英90

－

－

国85 数85  英85

国85　算85

広島県「基礎・基本」定着状況調査
通過率60％以上の生徒の割合

人

千円

65.00

0.55

単位当たりコスト①

19,758,000

26年度

人

千円

・市指導主事の授業研究のための
訪問回数（計画値＝２０校園×2
回）

年度実績値

21,857一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

・教職員の授業力向上及び学習環境の整備により児童生徒の学力を向上させる。

・学力調査の実施により、児童生徒の学力実態を把握し、その結果から指導の課題を分析、指導改善を組織的に行う。
・学習補助員を配置する。
・指定校指導と研究成果の普及を行う。
・学校への計画訪問・要請訪問を通して教科指導等を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等24,107 400

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・小中学校児童生徒
・小中学校教職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

学力向上推進事業

4 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 23,188

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

基礎学力が定着している
生徒の割合（中学校）

指標化できない成果

計画値

実績値

基礎学力が定着している
児童の割合（小学校）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

21,857

・児童生徒を対象とする市総合学
力調査受験者数
（Ｈ24は、小6社、中１社理、
中2社理を実施）
（H25は、小６理社、中１国数
理社、中２社を実施）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

21,857

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,546

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

13,027

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 25

施　 策 特色ある教育の推進
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

155 教育委員会 学校教育推進室（学力向上推進事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

・地域の方から豊かな経験や知恵、技について指導を受ける機
会を設けることにより、さらに地域に根差した特色ある教育活
動が展開できている。さらに、地域の人と協同した活動や地域
にある資源を活用した教材及び活動を工夫する必要がある。

×

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

2,000.00

児玉晃

チェック

・本事業は、学校教育目標を達成していくための教育活動の一
環である。教育目標の具現化につながるように活動のねらいを
明確にして行く必要がある。
・地域を愛する心や感謝の心など事業の効果が表れるのに時間
がかかる。効率性の評価を行うには難しい面があるが、検証を
工夫する必要がある。

・本事業の目的は、学校の組織力及び指導力の向上が必要とな
る。小中連携を通して、各中学校区全体で取組を確かなものに
し、事業の趣旨を明確にしていく。

・質問項目が「地域や社会で起こっている問題や出来事に関心
がありますか」において小学校が目標値83％と比較して
64.1％であった。児童生徒の地域理解度を図る尺度を新たに
検討する必要がある。
・小中連携教育及び各校における学校行事や体験活動におい
て、地域の方と一緒にふれあい、共に活動する場を設定してい
る。このことにより、地域に対する肯定的な感情や誇りを感じ
ている。また、地域の方にとっても、学校の教育活動に対する
理解が深まり、地域に開かれ、信頼される学校づくりがすすん
でいる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
岩見文彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.40

14,573

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

みつや協育推進事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

156

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・小学校における体験宿泊活動を広島県の「山・海・島」体験活
動”ひろしま全県プロジェクト”の事業を活用した。
・郷土理解学習副読本の作成
・小中連携は、各中学校区ですすめられている。

解決できていない課題

・郷土理解学習副読本の効果的活用（平成26年度からの使用）
・「山・海・島体験活動」の県からの補助金が終了したのちの事業のあ
り方

③

14,573

3,591.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

全国学力調査「地域の歴史や自然に
ついて関心があるか」平均肯定率

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

ー

1,454.76

－

81.40 64.10

75.00 83.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

9,459,607

4,405.972,300.00

2,147.00

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

10,019

必要人員

10,019

54.81%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

事業実施園児児童生徒一人
当たりの予算額

ー

事業実施児童生徒一人当た
りの予算

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

63,375.00

一般財源等

9,009,000

合計

2,025.00

25年度

1,132.80

－

ー

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

－

5594.54% －

計画値

－

計画値

実績値

55.00

57.00 61.50

60.00

－

－

65.00

75.00

全国学力調査「地域の歴史や自然に
ついて関心があるか」平均肯定率

人

千円

3,916.96

0.40

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

児童生徒2115・園児32　一人
あたりの平均予算額

年度実績値

13,352一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

・教職員の指導力向上、各学校ブランド（伝統と特色）の創造による教育の質的向上を図る。
・地域に根ざした教育活動を展開することにより、児童生徒の地域を愛する心、感謝の心等豊かな心を育成する。
・地域との連携により開かれた学校づくりを進める。

○特色ある学校づくり推進事業の実施　○小小連携・小中連携推進
○中学校合同文化祭の実施　○郷土理解学習
○「きらり通学合宿」の実施

財源（千円）
直接事
業費

国県補助金等9,362

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

児童生徒及び教職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

みつや協育推進事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 9,009

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

円

単位

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
生徒の地域理解度

指標化できない成果

計画値

実績値
児童の地域理解度

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

13,352

通学合宿参加児童生徒数829人
児童生徒一人当たりの事業費
職員人件費

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

○

○

○

×

Ü

○

○

○

○

○

○

○

合計

Ü

Ü

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

13,352

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,010

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,211

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 特色ある教育の推進
6

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

156 教育委員会 学校教育推進室（みつや協育推進事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 25

施　 策 特色ある教育の推進
4

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,303

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,943

○

○

○

Ü

○

合計

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

Ü

Ü

○

○

Ü

1,943

安芸高田市中体連負担金補助
生徒数690人×８００円
県、中国、全国中学校体育連盟参
加負担金

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位体力運動能力調査
（中学校）

指標化できない成果

計画値

実績値

体力運動能力調査
（小学校）

活
動
・
結
果
指
標

ラジオ体操指導者招聘
単位

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,846

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

体力向上事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・小中学校児童生徒
・小中学校教職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

小中学校教職員の体育科授業及び体力づくりの指導力を向上させる。
中体連の競技大会や学童のスポーツ大会への積極的に参加させ、スポーツ活動の充実を図る。
児童生徒の体力・運動能力の向上を図る。

小中学校教職員の指導力を向上させるための学校訪問指導をすすめる。
中体連の競技大会や学童のスポーツ大会への負担金及び補助金を交付し、体力向上のために活動を活性化させる。
各校の児童生徒の体力・運動能力調査を実施・分析して向上のための取組みをすすめる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,044

実績値

1,943一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

41.00

0.10

単位当たりコスト①

13.00

75.00

－

－

80.00

91.00

県平均を上回る項目／全54項目
×100

計画値

実績値

70.00

74.07 79.70

－

102.99% －

19.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

Ü

一般財源等合計

506.00

25年度

670.00

552,000

－

80.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

690.00

選手派遣助成対象生徒
80.00

負担金交付対象生徒数

－

実績値

計画値

121.95%

－

800.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
体力運動能力調査実施

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

1,846

必要人員

1,846 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

560,050

11,201.00

50.00

80.00

720.00

16.00

－

85.42 80.20

91.00 90.00

－

19.00

24年度 25年度

19.00

19.00

16.00

100.00%

19.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成25年度から新規事業

平成22年度からは抽出調査

目標値
（目標年度）

年度

県平均を上回る項目／全96項目
×100

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,347

1,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

体力運動能力調査結果の活用
中学校部活動の活性化に向けた支援を拡大

解決できていない課題

生活習慣との関連についての分析活用
新しい学習指導要領下における中学校保健体育科授業の適正実施につい
て（継続指導）

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

162

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

3,347

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

体力向上推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
栗栖　智弘

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

児玉  晃

チェック

　体力・運動能力調査に基づく結果を踏まえ、小・中学校の体
育科授業の改善、及び、業間体育、集団遊びの奨励、中学校に
おける運動部活動の活性化を図ってきた。

　中学校における運動部の活動は、学校において計画された教
育活動の一環であり、集団の中で運動する楽しさや喜びを味わ
う豊かな生活体験の場である。
　したがって、本市中学校体育連盟の活動を活性化を図ること
は、生徒のたくましい心と体の育成に寄与するものと考えてい
る。部活動の充実、大会等への参加と併せ、指導者の研修等の
充実が必要である。
　体力づくりの基盤としての基礎的生活習慣の確立に向けての
取組みが必要である。

　安芸高田市においても、全国的な傾向である運動習慣の二極
化が進んでいる。学力向上推進校を設置し、教科体育の一層の
充実を図り、体を動かすことをいとわない児童生徒の育成に努
める。また、学力調査の質問紙調査の結果から、テレビの視聴
やゲームをする時間が多いことが分かっており、運動の習慣化
と合わせて、基礎的な生活習慣づくりに取組む。

　市内中学校体育連盟の大会等については、各種団体、保護者
やボランティアの支援を受け実施されている。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

700.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 25

施　 策 特色ある教育の推進
3

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

8,467

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

36,503

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

36,503

定例会（年１回）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

％

個別の教育計画・
個別の指導計画の作成率

指標化できない成果

計画値

実績値

巡回相談を活用した研修の
実施回数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 19,190

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

特別支援教育推進事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

特色ある教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・特別な支援を必要とする児童生徒
・学校教職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

・関係機関（学校医、特別支援学校、県こども家庭センター、市福祉保健部）との連携を図り、心身に障害をもつ児童生徒
に適正な就学指導を行う。
・特別支援教育についての理解を深め、個に応じた教育を推進し、特別教育の充実を図る。

・就学指導委員会を開催し、特別支援学校への入学及び特別支援学級への入級等が適切かどうかを判断し、適正な就学を図
る。
・個に応じた特別支援教育を推進するために、教育介助員を配置する。
・学校園に専門家を派遣する巡回相談体制を整備する。

財源（千円）
直接

事業費
国県補助金等28,335

実績値

36,503一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

・教育介助員配置数/特別な支援
が必要な児童生徒数
（Ｈ2４は、9/44）
教育介助員報酬

年度

人

千円

44.00

0.40

単位当たりコスト①

100.00

－

－

100.00

40.00

・広島県の平成25年度指標計画値

実績値

100.00

56.00 100.00

－

100.00% －

43,000.00

20.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

18,237,974

合計

3,291.00

25年度

2.00

49,700

－

51.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 86,000

2.00

教育介助員配置の対象とな
る

生徒児童数

42.00

就学指導委員会の実施

－

実績値

計画値

134.09%

－

24,850.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
専門家の巡回相談回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

19,190

必要人員

19,190 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

27,257,656

461,994.17414,499.41

59.00

63.00

1.00

－

51.00 50.00

40.00 40.00

－

28.00

24年度 25年度

10.00

42.00

150.00%

20.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・市費該当分のみ　市費/国費
（H24は、28/23）
（H25は、42/11）

目標値
（目標年度）

年度

・２０校園×2回

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

36,802

1.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○実情に応じた就学指導委員会の意思決定
○教育介助員等配置基準の見直し
○専門家による巡回相談機会の充実

解決できていない課題

○小学校進学に際し、保育所・幼稚園との連携の充実

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

163

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.40

36,802

0826
（42）5628

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

特別支援教育推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
栗栖　智弘

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

児玉晃

チェック

・研修会において、県が主催する特別支援学級専門性向上事業
受講者による報告を設定し、情報交流を行い、専門性の向上に
努めている。
・通常の学級に在籍する発達障害を有する幼児児童生徒が増加
傾向にあり、通常学級における特別支援教育の視点を取り入れ
た授業づくりの研修会を実施する必要がある。

・３保育所、１３小学校、５中学校において、専門家による巡
回相談を活用した研修を複数回実施することができた。保小中
の実態、ニーズに応じて、専門家による観察を含めた実態把
握、実態交流、障害の特性に応じた適切な指導・支援等につい
て研修を深めることができている。
・組織的・計画的に指導していくためには、個別の指導計画及
び個別の教育支援計画の作成を進めていく必要がある。

・個に応じた教育を推進していくために、軽度発達障害を含め
幼児児童生徒の状態を正確に把握することは重要である。その
ために、保育所、幼稚園、小学校、中学校では、保護者・各専
門機関と相談・連携を進めている。特別な支援を必要とする場
合には、就学指導資料を作成し、要望を挙げることができる。

・就学指導委員会では、児童生徒の自立や社会参加に向け、適
正な就学について真摯な協議を行い、適正な就学に努めてい
る。また、小学校への就学指導では、巡回相談を活用し専門家
を招聘し、保育所、小学校、市教委が参加し、適正な就学に努
めている。
・全ての教員等が、特別支援教育に関する基本的な知識をも
ち、指導できるよう研修体制を整備・実施している。また、学
校間の交流を促し、社会性を身に付けるために、小中連携によ
る児童生徒の交流ができる環境を整えている。

×

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款

国や県と重複のない事務事業である

－

児玉　晃

チェック

・法令に基づいて学齢簿を作成しているが、他の自治体との取
扱い方が異なっており、調整に時間がかかる。

・学齢簿については、異動等は電算でのシステム管理であり、
児童生徒の異動に関して住基担当課へ事務委譲している。

・学校教育法施行令に基づき実施。
・区域外就学においては指定学校のある教育委員会に協議をか
けるため、時間を要する。
・指定学校変更の許可に際しては、慎重を期するため判断する
ための書類の提出を求めている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
久光　正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.18

4,038

0826
（42）5628

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

人件費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

児童生徒の異動処理のシステム化

解決できていない課題

③

4,038

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

学区外就学者数／在籍児童生徒数

－

年度－

115.61%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

コスト：人件費85％

目標値
（目標年度）

173.00

24年度 25年度

200.00

－

－

－

6.50

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

8.00

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

0

400.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
異動通知処理件数

対　前　年　比

件

学校選択制希望者数

区域外・指定学校変更
就学者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

一般財源等合計

1,569.00

25年度

45.00

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

－

計画値

－

計画値

実績値 0.41 1.64 －

－

－

－

（希望者数-辞退者）/対象者（新
５年・新中１年）

人

千円

2.00

0.18

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

コスト：人件費5％

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

住民異動に伴う学籍を管理し、学齢児童生徒の適正な就学の管理を行う。
自分の行きたい学校へ就学できる機会を提供し、より個性にあう学校生活を送ってもらう。
家庭の諸事情にあった就学を可能にすることで、学校へ行きやすい環境を整える。

・住民異動に伴う学齢事務を正確に行うことで、児童生徒の適正な就学管理をする。
・通学区域の弾力化について周知し、制度説明と普及を図る。
・保護者や児童生徒の区域外申請並びに指定学校変更に係る事務手続きを円滑に進める。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内小中学校児童生徒

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

適正就学管理事業

平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

%

単位

%
学校選択制希望者率

指標化できない成果

計画値

実績値
学区外就学率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

0

コスト：人件費10％

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

○

×

Ü

○

○

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,038

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

昭和 28

施　 策 特色ある教育の推進

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

昭和 28

施　 策 社会の変化に対応した教育の推進
1

26 3

827

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,303

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

17,220

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

17,220

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
外国語活動への意欲

指標化できない成果

計画値

実績値
英語学力の定着状況

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 17,220

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

国際理解教育推進事業

平成

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

社会に対応した教育の推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

① 園・小・中学校の教職員
② 園・小・中学校の園児・児童・生徒

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

① 教職員の国際理解教育に関する指導力の向上（小学校－外国語活動（英語活動）、中学校－英語科）
②小中学校児童生徒の 国際理解及び英語力の向上

①ＡＬＴ（外国語指導助手）（民間委託）の各学校への派遣
②指導主事等による外国語活動（英語活動）への学校指導
③中学校英語暗唱大会への補助金支給

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等17,220

実績値

17,220一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

安芸高田市内園児・児童生徒数
幼稚園、小学校第１学年～中学校
第３学年までが指導を受けてい
る。

年度

人

千円

2,242.00

0.10

単位当たりコスト①

83.00

－

－

83.00

県平均以上

５・６年児童へのアンケート調査
「外国語活動の時間が楽しみ」

計画値

実績値

80.00

82.30 5年86.5　6年79.7

－

100.00% －

4,305,000.00

3.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

506.00

25年度

4.00

－

2,297.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 17,220,000

4.00

ＡＬＴによる指導者数
2,242.00

ＡＬＴ配置数

－

実績値

計画値

98.17%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

中学校英語暗唱大会の受賞
者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

46.00

合計

人

指　標　名　等

18,047

必要人員

18,047 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,201.00

2,136.00

4.00

－

85.2(+11.0) 83.90

県平均以上 県平均以上

－

2.00

24年度 25年度

3.00

150.00%

3.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

中2広島県「基礎・基本」定着状
況調査英語科の教科平均

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

18,523

4.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

166

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

18,523

0826
（42）5628

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

国際理解教育推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
久光　正士

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

課長　児玉　晃

チェック

　国際教育を推進するにあたっては、特に小学校段階において
は、体験的に学習することが効果的である。ネイティブである
ＡＬＴの存在は、児童生徒の英語科や外国語活動の時間のねら
いを達成するために必要不可欠である。

　ＡＬＴ配置を民間に業務委託している。学校現場に対して、
服務、健康、指導力等が安定した人材を派遣することができて
いる。
　ALTの有効な活用を進めるために、学校現場における教職員
の指導力を向上させるための研修会を開催する必要がある。

　平成２３年度から小学校第５・６学年において、外国語活動
の時間が設けられ、週１時間必修となった。安芸高田市におい
ては、すでに、先行実施を行い、保育所、幼稚園、小学校の第
４学年以下の学年においても、英語に触れる活動を実施してき
ており、小さい頃から外国語にふれる機会を設けている。

　今後、市民の中から外国語指導にたけた人材を活用すること
が考えられる。
　一方、義務教育、公教育である以上、全国水準の公平な指導
が求められ、活用に向けての入念な準備が必要である。
現状を積極的に公開するため、参観日や地域公開の場を通して
積極的に取組みの成果を公開している。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

4.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

施　 策 心の教育の充実
3

1,079

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,303

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

6,614

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

6,614

市教委が開催した研修会の回数＋
市教委指導主事等が講師で参加し
た研修会の回数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

人
不登校児童生徒の割合

指標化できない成果

計画値

実績値

生徒指導上の諸問題の発生
件数(暴力行為）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 6,780

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

生徒指導推進事業

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

心の教育の充実に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

①園・小・中学校の教職員
②園・小・中学校の園児・児童・生徒

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

①園・小・中学校の教職員の生徒指導力を向上させる。
②不登校及び生徒指導上の諸問題を減少させる。

①生徒指導に関わる研修会の開催、学校訪問による指導・助言　　　⑤生徒指導に係る関係校及び関係機関との連携推進
②生徒指導に関わる情報調査及び情報提供　　　　　　　　　　　　⑥家庭教育支援員の配置
③スクールカウンセラー等の配置及び相談活動の充実
④生徒指導推進校等の指定と指導

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,208

実績値

6,614一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

家庭や関係機関への相談回数
(H24: 432 回)(H23：450回）
(H25:182回）

年度

人

千円

432.00

0.55

単位当たりコスト①

10.00

－

－

10.00

8.00

H24は、全児童生徒に対する不登
校児童生徒数(目標値：県平均）

計画値

実績値

25.00

23.00 23.00

－

150.00% －

19.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

506.00

25年度

10.00

－

400.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

15.00

家庭教育支援の相談活動
400.00

教職員に対する研修会の実
施回数

－

実績値

計画値

42.13%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
小中連携会の充実

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

252.00

合計

人

指　標　名　等

7,859

必要人員

7,859 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

182.00

200.00

15.00

－

7.00 8.80

0.00 0.00

－

19.00

24年度 25年度

19.00

19.00

100.00%

19.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

小中連携会に参加した学校数
（6中学校区の実施回数平均27.2
回）

目標値
（目標年度）

年度

H24は、暴力行為児童生徒の1000
人当たりの発生数（目標値：県平
均）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

8,511

10.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○小中連携の内実は、概ね深まっている。

解決できていない課題

○小学校における暴力行為等の問題行動の増加
○各問題行動等への関係機関連携と効果的かつ有効な対応策の実施

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

172

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.55

8,511

0826
（42）5628

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

生徒指導推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
岩見文彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

児玉  晃

チェック

・不登校対策等生徒指導連絡会の授業研究においては、安芸高
田市抵抗指導教室及び家庭教育支援員の役割と取組の実際につ
いて「あすなろ」を会場に実施し、その重要性と連携の大切さ
について共有することができた。
・市内６中学校区に分けたブロック会では、生徒指導に係る小
中連携を進めることができ、効果的であった。今後も、小中学
校９年間で子どもを育てていくという視点で、小中連携を進め
ていく必要がある。

・小中学校の全生徒指導主事を集め、不登校児童生徒の理解及
び対応についての市主催研修会を３回行った。学校アドバイ
ザー（大学准教授）を招聘しての研修会を６中学校区で行い、
授業における生徒指導の三機能を生かす場面の具体的指導があ
り、効率性のある研修会とすることができた。

・生徒指導上の諸問題が小学校で増加している課題がある。ま
た、近年の傾向として児童虐待、特に身体的虐待やネグレクト
に係る疑義が生じるようになってきている。学校教育のみの対
応では、限界があり、学校教育及び福祉両面からの家庭支援が
必要な児童生徒が増加している。いずれも看過できない事案が
あり、家庭教育支援員の関係機関との連携や相談活動が不可欠
である。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

15.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

172 教育委員会 学校教育推進室（生徒指導推進事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 24

施　 策 心の教育の充実

25 3

2,067

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,862

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

Ü

○

○

○

Ü

Ü

○

○

Ü

0

実施回数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

「心の元気を育てる地域推進事
業」推進校の児童生徒の自己肯
定感に関する肯定的評価の割合

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

豊かな心育成事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

人件費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・小中学校児童生徒
・小中学校教職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

・児童生徒の自己肯定感及び道徳性を高める。
・道徳教育に関する教職員の指導力の向上を図り、学校の総合的な教育力を強化する。

・道徳教育推進協議会による研修会及び授業研究会を実施する。
・道徳の授業を保護者及び地域に公開する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

実績値

0.25

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

平成24年度で「心の元気を育て
る地域推進事業」が終了したが、
事後指導としての訪問指導回数

年度

人

千円

15.00

0.25

単位当たりコスト①

－

－

80.00

計画値

実績値

－

100.00% －

19.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

2,278.00

25年度

5.00

－

3.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

5.00

「心の元気を育てる地域推
進事業」推進校への訪問指

導

14.00

道徳教育推進協議会の
実施回数

－

実績値

計画値

26.67%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

道徳教育に係る授業公開
実施校

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

115.00

合計

人

指　標　名　等

2,067

必要人員

2,067 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4.00

0.00

5.00

－

84.30 86.50

80.00 80.00

－

19.00

24年度 25年度

19.00

19.00

100.00%

19.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

道徳の時間の授業を保護者及び地
域に公開した学校数（一部学級も
含む）

目標値
（目標年度）

年度

年2回の意識調査

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

5,862

5.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・学校教育推進アドバイザーを活用した市校長研修会、教頭研修会
で道徳教育の充実を図る研修会を実施した。市内各校でも活用が進
んでいる。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

566

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.25

5,862

0826
（42)5628

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
岩見文彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

児玉　晃

チェック

　児童生徒の道徳性の育成には、学校と家庭・地域が協力して
取り組むことが大切である。本事業は、主として、学校教育に
おける取組みであるが、保護者・地域へ学校の教育方針及び教
育活動に対する理解を広げる取り組みを行うことによりその効
果が大きくなると考える。

・安芸高田市道徳教育推進協議会は、市教委担当者及び市内小
中学校の道徳教育推進教師等で構成される会である。また、広
島県道徳教育推進協議会も開催され、実務担当者に対する研修
会もある。
・道徳教育推進教師を中心として、組織的な校務運営ができる
ようになった。さらに、協議会の道徳教育推進教師の指導力が
向上することにより、市内小中学校における道徳教育の充実に
つながると考える。

・道徳の時間を要として、学校全体の道徳教育を展開し、各教
科領域及び学校行事等と関連を図る必要がある。
・いじめ問題の未然防止として、道徳教育の更なる充実が図ら
れる必要がある。
・学校教育推進アドバイザーを活用し、各校の道徳の授業づく
りの充実に努める必定がある。

　保護者のみならず地域住民を対象とした授業公開を進めてい
る学校が増えている。

○

○

款

国や県と重複のない事務事業である

5.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

566 教育委員会 学校教育推進室（豊かな心育成事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 開かれた学校づくりの推進
1

26 3

413

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,954

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

1,374

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

×

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

Ü

1,374

（平成２５年度に活動・結果指標
を変更）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

％

地域・保護者の学校教育へ
の理解・信頼

指標化できない成果

計画値

実績値

学校自己評価及び学校関係
者評価のＨＰによる結果公

表

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

校

単位

校

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,216

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

開かれた学校づくり事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

開かれた学校づくりの推進に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内小中学校・幼稚園

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

・学校の説明責任を果たし、公開性を高め、開かれた学校づくりを推進することにより、学校経営の充実を図る。
・学校評議員から学校経営への助言・支援を受け、安定した学校経営につなげる。
・ＰＤＣＡサイクルにしたがって、学校の教育活動全体をチェック、改善することで、教育の質的向上を図る。
・目標連鎖、目標共有により、学校の組織力を向上させる。

・学校評議員を委嘱し、学校評議員の会議を行なう。
・学校評議員の学校評価（外部評価）を受ける。
・学校評価制度の実施

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,374

実績値

1,374一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

20.00

0.10

単位当たりコスト①

124,700

90.00

－

－

90.00

60.00

保護者アンケート｢学校教育に満足
している」80％以上の学校の割合

計画値

実績値

90.00

92.10

－

#VALUE! －

20.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

1,134,000

合計

759.00

25年度

－

－

20.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

20.00

学校評議員委嘱校
19.00

学校関係者評価委員委嘱校

－

実績値

計画値

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

学校自己評価
及び

外部評価実施校

対　前　年　比

校

計画値

コ ス ト

計画値

46.00

合計

人

指　標　名　等

1,629

必要人員

1,629 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

56,700.00

20.00

20.00

20.00

－

－ 57.00

－ 60.00

－

6,235.00

20.00

24年度 25年度

20.00

20.00

100.00%

20.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

（平成２５年度に成果指標を変更）
各学期に1回開催（20校×３回）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,328

－

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○学校規模に応じた学校評議員等の人数制限
○学校評議員等の同一校での継続委嘱の制限
○幼稚園への学校評議員の配置及び制限の活用

解決できていない課題

○制度の有効性。効果を高めるための学校評議員等に対する研修の実施

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

567

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

3,328

0826
（42）5628

4 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

開かれた学校づくりの推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
二井岡直文

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

児玉　晃

チェック

○学校評議員等制度の有効性やその効果をより向上させていく
ためには、学校評議員等の専門性を高めていくことが必要であ
る。

○開かれた学校づくりに各学校が取り組み、様々な学校行事を
地域に開放したり、児童生徒が校外で学習や体験活動をしたり
した。これらの積み重ねにより、学校評議員や学校関係者評価
委員が学校の状況を継続的に把握できることができた。

○学校教育法施行規則及び安芸高田市管理規則により設置。

○学校関係者評価の結果は、各校のＨＰで公開したり、学校だ
より等で保護者に周知したりしている。

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

20.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

567 教育委員会 学校教育推進室（開かれた学校づくり事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

Ü

備考欄（留意事項）

○

○

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

100.00

児玉　晃

チェック

○定期的に開催する管理職（校長・教頭・事務長）に対する研
修会を有効に活用し、管理職への市教委の施政方針等の趣旨を
徹底することができた。また、専門性の向上に資することがで
きた。
○安芸高田教育推進会への補助金の交付によって、教職員の自
主性を生かした効果的な研修を継続することができている。

○負担金、補助金の交付基準を明確にした要綱等の整理→第２
次補助金整理合理化プランにより整理。
○研修の内容を焦点化し、日々の授業や業務に直結する内容で
研修を実施することで、よ効果的な研修内容とする必要があ
る。

○教職員に対する研修については、教育公務員特例法第２１条
等のより義務的な内容でもあり、必要な経費を充て、教員が最
新の知識と技能を持って、児童生徒への教育に当たらせるべき
である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
二井岡直文

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.60

12,621

0826
（42）5628

5 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

人材育成事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

177

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○管理職研修会の定期的な研修
○校内研修への専門性の高い外部講師の招聘。特に、学校教育推進
アドバイザーの有効活用。
○補助金等交付基準の整備→第２次補助金整理合理化プランにより
整理。

解決できていない課題

○幼稚園教諭の研修の充実

③

12,621

－

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

保護者アンケート｢学校教育に満足
している」80％以上の学校の割合

－

年度－

92.68%

38.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

296.83

41.00

24年度 25年度

41.00

38.00

10.00

100.00

－

92.10 91.12

90.00 90.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

22.00

計画値

コ ス ト

計画値

275.00

合計

人

指　標　名　等

7,754

必要人員

7,754

#VALUE!

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
管理職研修参加者数

対　前　年　比

人

学校教育推進アドバイザー
を活用した研修会

－

安芸高田教育推進会
各研修会の実施率

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

100.00

一般財源等合計

4,050.00

25年度

－

－

10.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

#VALUE! －

38.00

計画値

－

計画値

実績値

指導力の向上の度合

－

－

90.00

人

千円

－

0.60

単位当たりコスト①

12,170

26年度

人

千円

平成２５年　活動・結果指標を変
更
研修会の実施回数

年度実績値

2,495一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

・教職員の専門性の向上と職能成長を図る。
・管理職の学校経営力及び校務運営能力を向上させる。

・管理職及び主任等の研修会の実施　　　・人事評価実施
・各種教育研究団体への負担金納付　　　・校内研修講師謝金配当
・教職員研修会参加負担金助成

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,200

24年度 25年度

国県補助金等

学校教育振興費

学校教育体制の充実に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

幼稚園、小中学校教職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人材育成事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,794

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

％

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

地域・保護者の学校教育へ
の理解・信頼

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

Ü

2,495

平成２５年　活動・結果指標を変
更
計画に対する実施率

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

×

○

○

×

×

合計

○

×

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

2,495

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,960

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,421

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 学校教育体制の充実
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

177 教育委員会 学校教育推進室（人材育成事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

Ü

備考欄（留意事項）

○

○

款

国や県と重複のない事務事業である

252.00

児玉　晃

チェック

○県費負担教職員のうち、特に非常勤講師の任用については、
配置に係る勤務条件や勤務内容の詳細の理解が必要であり、任
用時でのていねいな説明が必要である。

○公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関す
る法律施行規則により配置されている。
○県教委と市教委の事務手続き関係の整理と定期異動に係る事
務の計画的な遂行が必要出る。
○教職員の欠員などによる代員の配置は、年々困難になってい
る。特に、中学校の実技系教科で著しい。市教委独自での人材
確保は困難であるので、県教委への要望を継続する必要があ
る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
二井岡直文

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.77

12,245

0826
（42）5628

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育委員会事務局　学校教育推進室担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

178

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

欠員による代員の人員配置において、すでに勤務している市費の学
習補助員・教育介助員等を採用し、迅速な人員配置を行った。

解決できていない課題

計画的な人員配置を行う必要があるが、欠員等の代員の人材確保が恒常
的に困難である。
既存の市費非常勤特別職の人材育成及び広く情報収集し人材の確保をす
る必要がある。

③

12,245

248.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

20.00

289.00

－

3.00 3.00

0.00 0.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

24.00

計画値

コ ス ト

計画値

353.00

合計

人

指　標　名　等

6,365

必要人員

6,365

46.15%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

県費負担非常勤講師人数
53.00

県費負担教職員人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

261.00

一般財源等合計

4,759.00

25年度

247.00

－

21.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

105.67% －

計画値

－

計画値

実績値

教職員の意欲、学校長の教職員配置に対する満足度

－

－

0.00

人

千円

52.00

0.77

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

コスト：人件費２割

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

計画的に人材を適材適所に配置。また、専門知識の活用を生かした非常勤講師を配置することで、学校運営をよりスムーズ
に行う。

○県費負担教職員人事管理
○県費負担教職員服務管理
○県費負担教職員給与・旅費管理
○県費非常勤講師管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度 25年度

国県補助金等

人件費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

小中学校教職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

県費負担教職員管理事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 0

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
教職員服務違反数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

0

コスト：人件費８割

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

×

○

Ü

○

○

×

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,365

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

12,245

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.生涯学習社会の形成

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 学校教育体制の充実

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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